
　年の瀬を迎え冬らしい日々が続いておりますが、この例年並みの寒さがコロナには活発化の糧と

なっているようです。

　皆様におかれましては引き続き、｢マスク・手洗い・3密厳禁」で「コロナ無用」にてお過ごしの

程お願い申し上げます。

　さて、蔓延するコロナ禍に世界中が経済状況の悪化に苦しんでいます。なのになぜ、ここで株高

なのでしょうか？「またまた、その筋が梯子を外すタイミングを見計らっていだけじゃないの？」

と思う事務局より「会員ニュース117・118号｣をお届けいたします。

　

（2020年12月　例年よりちょっと寂しい　練馬区江古田市場通り商店街）

1． 11月1日、電安課のHPに｢電気事故速報値を更新しました｣が掲載されました。

恒例の「電気事故速報値(11月末日時点)」の更新です。幸いなことに管内での感電死亡事故

は以降も発生していません。

年末年始の繁忙期、皆様におかれましては「ご安全に！」業務の遂行をお願い申し上げます。

　詳細は、別紙資料「電気事故速報値(11月末日)」をご参照ください。

２０２０．１２

２０２１．　１（117・118合併号）

 日本電気管理技術者協会

事務局編集　　　

昨年中は皆様のご愛顧を賜りまして一層の充実を果たすことができました。



　足利フラワーパーク「光の花の庭」　（栃木県の会員　中山様より投稿いただきました。）

２. 12月4日、同じく｢高濃度PCB含有電気工作物・廃棄物を所有している方へ」
「処理費用・収集運搬費用の軽減制度をご活用いただき、処分期限までの

処分委託をお願いします。｣が掲載されました。

PCB含有電気工作物に関する手続きの方法と様式について

(お知らせ)

・高濃度PCBの処分期限が迫っています！関東監督部エリアは2022年3月31日が期限です。

・【オンデマンド配信中】PCB廃棄物の適正な処理促進に関する説明会（外部サイト）

・JESCO｢中小企業者向けの割引｣高濃度PCB廃棄物の処理費用と収集運搬費用が軽減されます。

とのことで、下記のURLから資料が入手できます。

　詳細は、資料「JESCO中小企業者等軽減制度の概要」をご参照ください。

https://www.jesconet.co.jp/customer/discount_03.html

３．12月22日、同じく｢自家用電気工作物設置者及び電気主任技術者セミナーを

開催します」が掲載されました。

本年度は、「事前申し込みが必要になります」とのことです。

詳細は、資料「設置者及び電気主任技術者セミナーを開催します」をご参照ください。

事務局よりのお知らせ、

　この度、協力企業として協会創設以来お世話になっておりました、

株式会社ムサシインテック様と代理店契約を締結することができました。

これにより、取引口座をお持ちでない会員の皆様が株式会社ムサシインテック様の

製品を購入される際に協会をご利用いただきますと、割引価格で、お求めいただけます。

新年もどうぞよろしく変わらぬお引き立てのほどお願い申し上げます

https://www.jesconet.co.jp/customer/discount_03.html


令和2年11月30日時点

平成３１年度・令和元年度

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

0 (0) 3 (3) 0 (0) 1 (1) 0 (0) 4 (4) 0 (0) 1 (1) 0 (0) 0 (0) 1 (1) 0 (0) 10 (10)

令和２年度

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

1 (1) 0 (0) 0 (0) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 3 (3) 1 (1) 11 (11)

※１　１件の事故で複数の事故分類に該当する場合、各分類でカウントしますが、事故件数としては１になります。

　　（令和元年5月及び令和2年7月に「主要電気工作物破損等」、「発電支障」に該当する事故がありましたが、事故件数合計としては１件とカウントしています。）

　　（令和2年8月に「感電・アーク等負傷」、「停電波及」に該当する事故、及び「主要電気工作物破損等」、「停電波及」に該当する事故がありましたが、

　　　事故件数合計としてはそれぞれ１件とカウントしています。）

　　（令和2年10月に「感電・アーク等負傷」、「停電波及」に該当する事故がありましたが、事故件数合計としては１件とカウントしています。）

※２　発電所における事故件数も含みます。

※３　人身の（　）は被害者数を表しています。
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※４　本値は事故速報時点であるため、確定値ではありません。自然現象等による事象も含まれます。
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・会社（株式・有限・合資・合名・合同）
　　※みなし大企業は除く

・個人事業主

・中小企業団体

・法人 ※会社、中小企業団体を除く

・個人

中小企業者等の方々
の費用負担を軽減し
ます。

70%

処理費用及び
収集運搬費用の
処理費用及び

収集運搬費用の

を軽減しますを軽減します

95%

処理費用及び
収集運搬費用の
処理費用及び

収集運搬費用の

を軽減します※を軽減します※

・処理対象物のご登録後処理委託契約の時期が近づいてきま
　したら、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）からご
　連絡させていただきます。
・軽減制度の対象となるかどうか等、ご不明な点がありまし
　たら、本社「中小軽減制度窓口」へお問い合わせ下さい。
　連絡先は、本パンフレットの裏表紙をご参照下さい。

及び収集運搬費用

対象①中小企業等

対象②個人

※ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第２条第５
　項に規定する保管事業者に該当しない中小企業者等についても同様とします。

お申込みは処理委託契約締結の直前です。
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①表１において主たる業種毎に定められるＡ又はＢの基準を満たす会社（ただし、１
又は２者以上の大企業者（中小企業者以外の会社）が保有する株式数又は出資額が、
当該会社の発行済株式総数又は出資の総額の１／２以上を占めている会社（みなし大
企業者）は対象外となります。）

②みなし大企業者による貴社の発行済株式の100％保有又は全額出資による完全支配関
係※がないこと

③貴社と大企業者との相互間の発行済株式の100％保有又は全額出資による完全支配関
係※がないこと

※完全支配関係とは発行済株式又は出資（自己が有する自己の株式又は出資を除
く。）の全部を直接又は間接に保有する関係をいいます。

中小企業者中小企業者

会社（株式・有限・合資・合名・合同）会社（株式・有限・合資・合名・合同）

表１において主たる業種毎に定められるＢの基準を満たす個人事業主

個人事業主個人事業主

次のいずれかに該当する法人
・常時使用する従業員の数が１００人以下の法人
・常時使用する従業員の数が表１において、主たる業種毎に定められるＢの基準を満

たす法人。

※例えば、医療法人、学校法人、宗教法人、社会福祉法人は、設立根拠法によりサー
ビス業に該当するため、常時使用する従業員の数が１００人以下の法人が対象にな
ります。

法人（会社・中小企業団体を除く）法人（会社・中小企業団体を除く）

次のいずれかに該当する者
・解散又は事業を廃止した事業者から軽減対象廃棄物を承継して保管している個人
・何らかの理由で軽減対象となるＰＣＢ廃棄物を保管することとなった個人
・破産者（破産管財人）

個人個人

表２に定められる中小企業団体等

中小企業団体等中小企業団体等

次の方々が軽減制度
の対象者です。

協同小組合、信用協同組合、
協同組合連合会、企業組合、
協業組合、商工組合及び商
工組合連合会）
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